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
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

（所在地）


［第一部～第四部 略］ ［第一部～第四部 同左］
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（記載上の注意） （記載上の注意）
［～（58２） 略］ ［～（58２） 同左］
（58３） 従業員の状況 （58３） ［同左］
［ａ～ｇ 略］ ［ａ～ｇ 同左］
ｈ 最近事業年度の提出会社及びその連結子会社それぞれにおける管理的地位にある労働者


に占める女性労働者の割合（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一
般事業主行動計画等に関する省令（平成27年厚生労働省令第162号。ｉ及びｊにおいて「女
性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画等に関する省令」という。）第19条第１項第２号


に掲げる事項をいう。以下ｈにおいて同じ。）を記載すること。ただし、提出会社及びその
連結子会社が最近事業年度


における管理的地位にある労働者


に占める女性労働者の割合に

ついて女性の職業生活における活躍の推進に関する法律


（平成27年法律第64号。ｉ及びｊ
において「女性活躍推進法」という。）の規定による公表をしない場合は、記載を省略する
ことができる。

ｈ 最近事業年度の提出会社及びその連結子会社それぞれにおける管理職


に占める女性労働
者の割合（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一般事業主行動計画
等に関する省令（平成27年厚生労働省令第162号。ｉ及びｊにおいて「女性活躍推進法に
基づく一般事業主行動計画等に関する省令」という。）第19条第１項第１号ホ


に掲げる事項

をいう。以下ｈにおいて同じ。）を記載すること。ただし、提出会社及びその連結子会社
が、最近事業年度


における管理職


に占める女性労働者の割合について、女性の職業生活に


おける活躍の推進に関する法律


（平成27年法律第64号。ｉ及びｊにおいて「女性活躍推進
法」という。）の規定による公表をしない場合は、記載を省略することができる。

ｉ 最近事業年度の提出会社及びその連結子会社それぞれにおける男性労働者の育児休業取


得率（労働者の男女別の育児休業取得率


（女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画等
に関する省令第19条第１項第４号ハ


に掲げる事項をいう。⒜において同じ。


）のうち男性に

係るものであって同条第２項の規定により公表しなければならないもの又は労働者の育児


休業の取得の状況（


育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する
法律施行規則（平成３年労働省令第25号）


第71条の６各号に掲げるいずれかの割合をい


う。⒝において同じ。


））を記載すること。ただし、次に掲げる場合のいずれにも該当する
場合は、記載を省略することができる。

ｉ 最近事業年度の提出会社及びその連結子会社それぞれにおける男性労働者の育児休業取


得率

（女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画等に関する省令第19条第１項第２号ハ


に掲げる事項


のうち男性に係るものであって同条第２項の規定により公表しなければなら

ないもの又は

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施

行規則（平成３年労働省令第25号。⒝において「育児・介護休業法施行規則」という。


）第
71条の６各号に掲げるいずれかの割合をいう


。）を記載すること。ただし、次に掲げる場合

のいずれにも該当する場合は、記載を省略することができる。

⒜ 提出会社及びその連結子会社が、最近事業年度における労働者の男女別の育児休業取


得率

について、女性活躍推進法の規定による公表をしない場合

⒜ 提出会社及びその連結子会社が、最近事業年度における労働者の男女別の育児休業取


得率（女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画等に関する省令第19条第１項第２号

ハに掲げる事項をいう。


）について、女性活躍推進法の規定による公表をしない場合

令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第


号
)

官
報





		2026-03-31T16:14:52+0900
	C＝JP,O＝Cabinet Office,CN＝Cabinet Office
	NationalPrintingBerau
	内閣府より署名済み


	



